	経営革新計画承認企業(平成18年2月)


	1
	企業名
	株式会社カワデン
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市此花区常吉１－１－５５
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４６８－３５１１
	
	

	　
	事業テーマ
	【高性能汎用型電動アクチュエータの開発】
　同社は、一貫してバルブ駆動用電動アクチュエータの製造販売を行っており、少量多品種・短納期・受注生産を得意としている。
　一機種でON-OFF制御、比例制御、緊急遮断のできる高性能汎用型電動アクチュエータを開発することにより、コスト削減、新規事業開拓を可能とし、売上増加・付加価値額の向上を図る。
　　

	2
	企業名
	アドテック株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市北区中津２－８　Ｃ－１１２１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６２２２－８６５５
	
	

	　
	事業テーマ
	【販売代理業者組織を利用した（週末）起業支援流通システム】
　E ラ-ニングシステムの技術や電子商取引（EC）システム開発やサイト運営の経験を活かして、新しいECシステムのビジネスモデルの構築に着手する。当該システムを開発し、ブログ・アフィリエーターの取り込み、プチビジネスを検討しているサラリーマン、主婦、学生へのアプローチ、商品提供者となる事業者を獲得し、サイト運営の手数料収入獲得により、結果として売上高、付加価値額を向上させ、経営革新を進めていく。
　　

	3
	企業名
	大原商事株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市西淀川区花川２－２１－１２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６４７３－１８９８
	
	

	　
	事業テーマ
	【事業トータル化による経営効率化】
　港湾荷役業務を中心とした事業拡大、純然たる鉄の輸出体制の確立による高付加価値商品の開発を通じて、事業のトータル化を推進させ、在庫・物流・人員といった各経営資源の効率化を行い、経営革新を行う。
　　


	4
	企業名
	株式会社シーアイピー
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市北区梅田１－３－１－６００
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６３４４－５７１１
	
	

	　
	事業テーマ
	【海外ビジネスのブリッジ人材育成事業】
　中国に進出している企業に対しての研修事業である。日本国内で中国語の事前研修を行った後、中国において関連する業界の中国企業で実務研修（社会人インターンシップ）するもの。また、中国実務研修の受入先企業とのマッチングにおいては、インターネットを利用したテレビ会議システムを使用した中国WEB交流会を開催し、より適切な受入企業の選定をを行う。
　　

	5
	企業名
	株式会社ヤガミ
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	四条畷市蔀屋本町１２－３
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－８７８－２３４５
	
	

	　
	事業テーマ
	【新健康住宅「博士の家」を用いた美容院併用住宅及び専用住宅の供給による新市場開拓】
　「工法の三原則」と「空調の三原則」を活かすことで「温度と湿度のバリアフリー」と「広収納空間と床下空間確保」が可能となる新健康住宅「博士の家」を用いた新市場の開拓を目指す。同社は当該新商品を、健康を比較的強く意識する一般消費者に販売することのみならず、当該新商品の特長である「空気の自然浄化」・「物干しスペースとしても利用可能な温度と湿度が保持された広大な床下空間」・「配管が床下空間に露出することによる水道配管メンテナンスの容易性」という利点を活かし、美容院併用住宅仕様の新商品も販売することで経営革新を図る。
　　

	6
	企業名
	株式会社アテックス・株式会社エイ・ティ・エックス
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市平野区長吉川辺３－３－２４
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６７９９－８１０７
	
	

	　
	事業テーマ
	【竹を使用した竹製家具の開発及び販売】
　竹を使ったベッド、机、テーブル、椅子などを生産する。さらにRDを使用して竹のもつ抗菌、防菌作用にリラックス効果を加える。
　　


	7
	企業名
	ナカムラシステムサービス株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	池田市神田２－２１－１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－７５０－２２２２
	
	

	　
	事業テーマ
	【広告代理店トータルコーディネーター契約事業の新規展開】
　企業がイメージアップを図るための各種販促物を包括的に請負製作をする。
　「新ホームページ＆会社案内パック」をその中心に据える。デザインを統一化し、企業イメージアップと制作コストの低廉を図る。
　その他の製作物として商品・梱包デザイン、カタログ、チラシ、取扱説明書、看板、店舗設計等もトータルに取扱う。
　料金を月次基本料金制として支払い易い価格設定を行う。利便性とスピードデリバリーを売りとし、顧客の囲い込みを狙い、事業の発展を図る。
　　

	8
	企業名
	株式会社シークス
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	大阪市中央区南船場３－１１－１８
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６２８２－１４１１
	
	

	　
	事業テーマ
	【学校と保護者の伝達網となる携帯電話向けホームページの開発】
　個人情報保護法の全面施行により、従来の連絡網の作成が困難になっているのを受け、メールで連絡を取る方法を模索、検討し、携帯電話用のHPを開発する。
　ユーザーのメールアドレスの登録は簡単に、メール確認の有無も把握できる機能を組込み、日時予約できる予約システムや出欠確認ができる機能も組込む予定である。
　　

	9
	企業名
	ジョイフルささや　安部　清嗣
	承認年月日
	平成１８年　２月９日

	　
	所在地
	藤井寺市沢田２－９－３２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２９－３９－７４５３
	
	

	　
	事業テーマ
	【酒類の量り売りシステムの構築】
　販売方法は店主が口頭で全国の酒蔵の情報や甘口・辛口のインフォメーションを行い、消費者は酒販店で銘柄の酒を試飲する。その上で好みの酒を確認し、希望する量を持参した容器に注いで持ち帰ってもらう。
　試飲は好みの銘柄を選ぶ最適手段であり、販売する側にとっても顧客サービスになる。特定の銘柄を気に入った消費者はリピーターになり、細やかな対応ができる酒販店ならではのシステムである。
　　


	10
	企業名
	株式会社オネストカナヤマ
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	堺市京町通２－１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－２２１－６６４４
	
	

	　
	事業テーマ
	【リビルト品を活用したレンタル事業と用途別中性電解水の製造及び販売】
　１．R.O浄水器のメンテナンス技術を用いリビルト品の家庭用R.O浄水器のレンタルを現行取引先を通して拡大、さらにH.O.D事業会社にR.O浄水器レンタルを紹介して販路を拡大。取次店も募集する。
　２．中性電解水を用途別に調整して、殺菌用、除菌用、消臭用、洗顔用など用途にあわせた電解水を製造販売する。
　　

	11
	企業名
	株式会社アイエスシー
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市北区豊崎１－２－８
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６３７５－０２０５
	
	

	　
	事業テーマ
	【英会話保育園の開園と運営】
　同社は従来、日本語学校、英会話スクール等を運営してきた。当該市場は、年々厳しさを増してきたため、幼児英会話部門を発展させた形で、英会話保育園を開園、運営することとした。当該新事業は他に類を見ないものであり、幼児英会話市場において差別化を果たすことにより、同社の経営成績の改善等の経営革新を図ることとしている。
　　

	12
	企業名
	株式会社バリューウェーブ
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市浪速区幸町２－７－３
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５６７－２２００
	
	

	　
	事業テーマ
	【「汎用ポータブル二次電池」の普及】
　ビジネスツールとしてのノートPC、PDA、ボイスレコーダーなど、又国民の必需品となった携帯電話、デジカメ、デジタルムービー、音楽プレイヤー、携帯ゲーム機と、ほとんどが二次電池を内蔵している。当社製品は本体にCPUを搭載して、３V～９V（８．４V）まで自動認識するので、切替が不必要となった。純正品以外の電池を使用するのは不安であるというユーザーに対し、更なる安全性向上に努め、外出先での不測に備え、災害などの停電時にも、その威力が発揮できるようになる。
　　


	13
	企業名
	金龍フーズ株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	茨木市下穂積１－９－２２
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－６２７－４９６９
	
	

	　
	事業テーマ
	【焼肉の「使いきり生だれ」】
　非加熱処理の「生だれ」を小ビンのボトルで「使いきり」での販売事業を行う。非加熱の「生だれ」は、原料の豊かな風味が生かせる半面、保存期間が短い・細菌汚染の可能性がある・開封後の劣化が激しいといった問題があった。同社では、今までの商品開発ノウハウ、生産ノウハウ、小ロット生産可能な設備の導入で「使いきりサイズ」の生だれの生産が可能になり、これを商品化することにした。
　　

	14
	企業名
	有限会社クレアル
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	河内長野市原町１－１７－１６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－４９６４－６３５１
	
	

	　
	事業テーマ
	【インターネットを利用したケアサポートシステムの開発・販売】
　既存のインターネットインフラを使用して、低価格で２４時間映像配信を行い、いつでもどこでも自分の家族の安全確認ができるセキュリティサービスを提供する。
　また、同社のモニタリングセンターにより、危険が発生した場合には、「緊急コール」を関係者に発信するサービスも提供する。
　　

	15
	企業名
	株式会社クッキングプラザ
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市西区西本町１－７－１
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６５３２－７９６０
	
	

	　
	事業テーマ
	【輸入キッチンのシックハウス対策による経営革新】
　社会問題となっている「シックハウス症候群」に対応した製品を開発することで、同社の輸入キッチン事業の経営革新を図ることを目標としている。既存の高級輸入家具の商品開発では、高機能・高付加価値を最大の目的としており、気密性の高い住環境が多く見られる日本市場向けのシックハウス対策という視点での商品開発はなかった。そこで海外メーカーと協同で、全ての部材に対しシックハウス対策を講じた商品の開発をすることで、同社の経営革新を達成する。
　　


	16
	企業名
	株式会社タカハシオートトレーディング
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	堺市上野芝町２－６－２６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－２８１－３５８８
	
	

	　
	事業テーマ
	【ドイツ車の里帰り輸出事業】
　日本に輸入された欧州車（ベンツ・ロールスロイスなどの左ハンドル車）を再度、ドイツを通じて欧州・東欧に対して輸出するという貿易事業を行う。欧州では日本では考えられない高走行車に対しても価格がついており、欧州車の「里帰り」を行うことで、日本にはニーズがなく廃車にするしかない輸入車の再利用を図るものである。
　　

	17
	企業名
	川田配送株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	茨木市横江２－１０－２８
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０７２－６３２－９７６７
	
	

	　
	事業テーマ
	【外食チェーン向け共配センター】
　コスト増加要因が多く、厳しい経営状況の中、付加価値のある収益性の高い仕事を取っていく必要が出てきた。そうした状況の中で外食専用の共配センター事業が、３温度帯の保管スペースが必要で商品の取扱いにノウハウが必要なために付加価値が付き、同社の広域ネットワークと組み合わせることで収益性の高い事業とすることができることから今後の同社の軸とする。
　　

	18
	企業名
	株式会社ゴッシュコーポレーション
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市中央区南船場２－１２－１６
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６２５８－８６６０
	
	

	　
	事業テーマ
	【QRコードを用いた商品保証サービスの導入によるマーケティングデータの収集と活用】
　携帯電話の２次元バーコードを用いて、インターネット通販により販売する高級ブランド品の無償保証サービス制度を導入する。これにより、顧客サービスの高付加価値化を図りつつ、無償保証サービス開始時に入手できる顧客属性や購買履歴、アンケート結果などのマーケティングデータを活かして、消費者ニーズへの即応や、消費者ニーズの先取りを可能とする品揃えの最適化を図る。さらに当該データを、今後新たに構築を図る独自の通販サイト（「美を創造する総合サイト」「アウトレットサイト」）にも活用し、市場浸透と市場開拓を実践する。
　　


	19
	企業名
	旭水化成品株式会社
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市東淀川区豊里１－８－１０
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６３２６－５６９１
	
	

	　
	事業テーマ
	【新販売方法「デザイン市場」の展開】
　従来プラスチック板の加工品の受注型企業として歩んできたが、最近市場全体が縮小傾向にあり、受注高も減少傾向にある。そこで同社の材料調達・加工のネットワークを生かし、インテリア雑貨を製造する事にした。販売方法は、公募にてデザインを募集、同社ホームページに掲載し、ユーザーの人気投票により選別されたアイテムを製作・販売する“デザイン市場”により新規性を打ち出す。以上新販売方法を持って経営革新テーマとする。
　　

	20
	企業名
	有限会社オーエムワイ
	承認年月日
	平成１８年　２月２１日

	　
	所在地
	大阪市中央区安堂寺町２－１－１５
	　
	　

	
	ＴＥＬ
	０６－６７６４－７５０２
	
	

	　
	事業テーマ
	【スライドカッターの開発及び販路開拓　卸売から販売・リサイクル型企業への転換】
　安全性に配慮し、さらにテープの切断面が真っ直ぐに切れるオリジナルテープカッターの開発及び販路開拓をする。材質も再生プラスチックを使用しエコやグリーン購入適用商品とする。さらに業務用や他業種との取り組みもし、販路の拡大だけでなく市場の拡大も図っていく。同社としては、世界特許を取得し、日本から世界諸国へと販売網を拡大する。
　　


[ 

